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既成市街地における将来空間計画の実施プロセス全体における地区の環境性能を時系列的に評価するた

め，地区の現況空間構成から建て替え動向を予測し，住民の享受するQuality of Life（QOL），CO2排出量，

市街地維持費用を総合的に評価するモデルを開発した．開発したモデルを用いて，名古屋市内の住宅地域

に位置する御剱地区を対象としたケーススタディを実施した結果，低炭素技術の導入だけでなく，空間構

成を含めた施策導入が，地区のCO2排出量や市街地維持費用を削減するとともに，住民の享受するQOLの
向上にも寄与することが明らかとなった．また，将来一時点だけでなく，将来計画に至るプロセス全体を

考慮する場合，施策の組合せだけでなく，施策の導入時期もまた，街区群の環境性能に大きく影響するこ

とが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

低炭素社会を実現する方向性の一つとして，集約型都

市構造への転換が注目されている．その基本的な考え方

は，費用的・環境的に非効率な地区から効率的な地区へ

集約を進めるものであるが，集約する地区をどのように

デザインするかについては，その実行可能性や有効性を

決定する重要な要因であるものの議論は必ずしも十分で

はない．また，個々の地区はそれぞれ特有の課題――例

えば，空き家や空き地の発生，ヒートアイランド現象な

ど――を抱えており，集約地区を魅力あるものとしてい

くためには，これらの課題を解決しながら都市圏全体と

して集約型の都市構造を実現することが求められる． 

他方，太陽光発電や電気自動車等を中心に，エネルギ

ーや建築，交通などの分野において，低炭素社会実現に

資する要素技術の発展が進んでおり，それを集中的に配

備した街区や建築物のスマート化に関する技術開発が日

本においても進められている．例えば経済産業省では，

次世代エネルギー・社会システム実証地域を4つ（横浜

市、豊田市、北九州市、けいはんな（京都府）），次世

代エネルギー技術実証地域として7つの地域を選定した

上で，地域に応じた様々な技術の実証事業を展開してい

る1)．しかし，これらの地域実証は，既存市街地を前提

とした単独の技術導入であるか，新たな市街地開発であ

り，既存市街地の今後の更新過程を考慮した普及展開を

視野に入れたものとはなっていない．今後も低炭素技術

導入をうたった市街地開発が進むことが予想されるが，

現在より市街地を拡大すれば，結果として既存市街地の

衰退を招き，その地区の非効率化をもたらす可能性を孕

んでいる．そのため，地域の低炭素化と都市構造の集約

を同時に達成していく必要がある． 

さらに，まちづくりに必要な施策――例えば，敷地の

統廃合や住宅水準の引き上げなど――と，地区の低炭素

化のために必要な技術や施策とは，それぞれ独立したも

のではなく相互に連関していることに注意が必要である．

これらの施策・技術をどのように組み合わせることが効

率的であるか，あるいは組み合わせることによりかえっ

て問題が生じる可能性がないか，まちづくりと低炭素化

を統合的に考え，評価していくことが求められる． 

本研究では，集約型都市構造等の議論が進む「都市」
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図-1 評価モデルの全体構成 

と，各技術の開発や導入が進められている「建築」「街

区」の間の空間スケールとして，関係性の強い複数街区

を一体として扱う「街区群」に着目し，既報2)により開

発されたトリプルボトムライン評価システムを，安全安

心などより幅広い施策目的に対応できるよう拡張を行っ

たうえで，既存住宅地を対象に詳細なケーススタディを

実施し，その有効性について検討を行う．さらには，将

来的に人口の集約を進める街区群が目指すべきデザイン

を検討し，低炭素性能を評価することで，将来まちづく

りのあり方に示唆を与える． 

 

2. 本研究における評価システムの視点 
 

都市の低炭素性能を評価する方法はこれまでも国内外

で研究・開発が進められてきた．日本のCASBEE-まちづ

くり3)や北米のLEED for neighborhood development4)，英国の

BREEAM5)が代表例である．これらは，地区デザインを

決定する上で想定される居住性能や環境性能について，

詳細なチェックリストを設けて評価・認証する仕組みで

あり，実際の開発計画の許認可や格付けと連動している

点で大変有効に機能している．しかし，これらは計画・

設計レベル――つまり，開発・施策実施が決定している

段階――で適用されることが想定された評価システムで

あるため，個々の技術導入やデザイン上の配慮などの設

計上の配慮事項を中心としており，その結果としてもた

らされるアウトカムの把握ができない． 

また，既存市街地における長期的な導入・更新を検討

する上では，将来一時点における開発の結果のみならず，

そこに至るまでのプロセスの評価も重要である．将来の

ある一時点における低炭素性能が優れていても，そこに

至るまでのプロセスによっては，一時的に居住地として

の魅力が大きく損なわれ，居住者の引き戻しが困難とな

る可能性や，プロジェクト期間全体における累積CO2排

出量が結果として大きくなる可能性も懸念される． 

これらの課題を踏まえ，本研究においては，1)各施策

をどの段階で行うべきか，それらをどのように組み合わ

せるべきか，といった判断をアウトカムの観点から可能

とするとともに，2)低炭素性能を時系列的に評価するこ

とが可能となるシステムを構築する． 

 

3. 街区群評価・デザインシステムの構築 

 

(1) システムの全体構成 

本研究で開発される環境性能統合評価モデルの全体構

成を図-1 に示す．システムは，1)住宅地図の経年データ

から個々の建物の 1年単位での更新シミュレーションを

実施し，1 年単位での地区の空間記述データを作成した

上で，2)データをもとに街区群の低炭素性能を，社会・

経済・環境の観点から評価する． 

 

(2) 建物更新シミュレーション 

現在から将来にわたって，時系列で環境性能の評価を

実施するためには，現在存在している建物の更新時期を

予測する必要がある．しかし，実際の個別建築物の建替

時期を正確に予測することは困難であるため，本研究で

はモンテカルロ法を利用した更新予測モデルを構築した．

具体的には，建築年代
0
it を説明変数とする建物構造c

の滅失率関数
0( , ),iif t t c を正規分布関数形を用いて式(1)

のとおり設定 6)し，それを用いて 1 年ごとのシミュレー

ションを実施する． 
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なお，滅失率関数における平均寿命 cl および標準偏差
2

c は，小松ら7)による区間残存率の調査データを用い，

地区内における個々の建物の建築年代については，10年

単位の住宅地区経年データから1件ずつ建築年代を割り

出し用いる． 
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(3) 低炭素性能の評価 

以上で予測された1年単位での地区の空間記述データ

から，生活を営む上で必要な資源量を，社会的側面を住

民の享受するQOL，経済的側面を市街地維持費用，環境

的側面をCO2排出量として統合化する低炭素性能評価シ

ステムを構築する． 

a) 生活の質（QOL）評価 

居住者が居住地から享受できる都市サービスを，「生

活の質（QOL : Quality of Life）」指標によって評価する．

QOL 指標は居住地区における環境の物理量と，そこに

居住する個人の主観的な価値観によって決定されるとし，

その構成要素を加知ら 8)を参考に，「生活環境向上機会

（LPs : Life Prospects）」と定義した（表-1）． 

このLPsに，居住者の価値観を表す重みwを乗じた

ものをQOL値と定義し，式(2)のとおり定式化した． 

  ,,t t j j tj
QOL f w LPs  w LPs   (2) 

重みパラメータwは，コンジョイント分析により推

定した．具体的には，表-2に示す住民アンケート調査に

よって2つの属性プロファイルを有する居住地を示し，

どちらがより好ましいかの選好結果を取得した上で，ロ

ジットモデルを仮定してパラメータの最尤推定により

wを特定した．なお，アンケート調査において各居住

地の地震による死亡リスクを合わせて提示することで，

LPsの各要素と生存年数との相対的な重みを推定した．

これにより，QOL値を医療分野において多くの適用事例

がある「生活の質により調整された生存年数(Quality 

Adjusted Life Year：QALY)」8)の単位に統合して用いる． 

b) CO2排出量評価モデル 

環境面では，対象地区内で生活・維持管理する上で必

要な活動を行う上で発生するライフサイクル全体での

CO2排出量を評価の対象とする．具体的には，前節で算

定したエネルギー消費量から民生（家庭，業務）におけ

るCO2排出量
2

e
COE を，マテリアル消費量からインフラ

や建物の建設から廃棄までの各段階におけるCO2排出量

2

b
COE を算出し，統計データを用いて，それぞれの原単

位を整理する9)10)．また，建築物・インフラのライフサ

イクル各段階の活動年次にそのまま環境負荷が発生する

と考え，式(7)を用いて算出できるものとする． 

2 2 2

, , ,
, , ,

b e
CO CO CO

b e
k i k m i h m

i k h i m

E E E

e M e EC

 

      (7) 

ここで， b
ke ：建築，インフラ材料k の単位消費量あ

たりに発生するライフサイクルCO2排出量， e
me ：エネ

ルギー種別m の単位消費量あたりに発生するCO2排出

量，である．建築，インフラ材料消費量については，毎

年発生する建物更新量について，建物構造の標準的な設

計事例から必要な材料を材料ごとに積み上げた原単位を

用いて算出し，エネルギー消費量については建物用途ご

との時間帯別エネルギー需要原単位11)から，再生可能エ

ネルギー量や設備の変換効率を用いて算出する． 

表-2 アンケートの概要 

実施時期 実施方法 実施地域 サンプル数 実施対象 アンケート実施内容 

2012/12/19～21 WEBアンケート 名古屋20km圏内 1,000サンプル 20-60代男女 ●一対比較法による居住地選好調査 

●個人属性 

※アンケート調査は株式会社マクロミルにより実施 

表-1 QOLの測定指標および重みの推定結果 

 評価要素 評価項目 計測指標 向上施策の例 

余命換算係数 

（年/単位・年） t値 判定

居
住
快
適
性 : A

M
 

住宅環境 

快適性  

AM1：住宅の広さ  1人あたり延床面積(㎡/人) 住宅ミスマッチ解消，住宅タイプの変更 など 3.66E-03 21.7 *** 

AM2：住宅の静けさ 交通騒音レベル（dB） 自動車流入削減，幹線道路沿線への騒音緩衝帯設置 など -2.22E-03 -9.87 *** 

AM3：敷地内の緑の多さ 庭の有無 中庭式住宅の展開，戸建住宅割合の増加 など 2.23E-04 1.64 * 

AM4：日あたりのよさ 日照時間  建物高さの規制，建物間隔の確保 など 1.01E-02 13.3 *** 

周辺環境 

快適性  

AM5：地域の使いやすさ 徒歩圏商業施設数 施設配置，土地利用転換，ゾーニングなど 2.05E-03 15.0 *** 

AM6：景観の美しさ 建物連続性（%） 高さ・ファザードの統一 など 2.96E-02 8.67 *** 

AM7：周辺の緑の多さ オープンスペース率（%） 公園整備，駐車場減少，公共空地の確保 など 3.08E-01 10.5 *** 

AM8：夏季の過ごしやすさ  8月の平均最高気温（℃） 風の道の確保，屋上・壁面緑化 など -1.25E-02 -24.4 *** 

交
通
利
便
性 : A

C 

都市交通 

利便性  

AC1：通勤 利便性 会社までのAC 交通サービスレベルの向上，道路整備 など -2.00E-03 -21.0 *** 

AC2：通学利便性  学校までのAC 交通サービスレベルの向上，道路整備 など -1.09E-03 -11.5 *** 

AC3：通院利便性  病院までのAC 交通サービスレベルの向上，道路整備，病院移転 など -1.34E-03 -14.1 *** 

AC4：買い物利便性  買い物施設までのAC 交通サービスレベルの向上，道路整備，商店街の再生 など -3.06E-03 -32.2 *** 

地区内交通 

利便性  

AC5：自転車利用環境  自転車道の整備率（%） 自転車道の整備 など 7.09E-03 11.5 *** 

AC6：歩行者利用環境  歩道幅（m） 歩道整備 など 2.84E-02 18.4 *** 

AC7：公共交通利用環境  駅・バス停まで所要時間（分） バス路線の見直し など -7.88E-03 -25.6 *** 

AC8：自動車利用環境  自動車占有時間（h） カーシェアリング導入 など 1.88E-04 212.0 *** 

災
害
安
全
性 : SS 

防災機能性  

SS1：地震リスク  地震時死亡率（%） 液状化対策 など -1.00E-00 -22.3 *** 

SS2：火災リスク 隣棟間隔（m） 建物間隔の確保，道路の拡幅 など 4.68E-02 -34.7 *** 

SS3：洪水リスク 洪水時浸水深（m） 浸透ますの設置，貯水槽整備 など -8.48E-03 14.0 *** 

SS4：救急リスク 救急搬送時間（min） 病院移転・道路整備・拡幅 など -2.90E-03 -23.9 *** 

減災機能性  

SS5：物資確保性 災害時物資到達日数（日） 道路拡幅（寸断道路の減少）、避難所物資備蓄 など -3.30E-05 -37.1 *** 

SS6：衛生環境確保性  給水備蓄量（㍑/人） 貯水槽の確保，供給ラインの整備 など 2.60E-03 17.2 *** 

SS7：エネルギー確保性  自立可能エネルギー量（%） 再生可能エネルギーの導入，ｺー ｼ゙ｪﾈﾚー ｼｮﾝの導入 など 8.09E-03 12.5 *** 

SS8：避難空間確保性  1人あたり避難面積（㎡/人） 避難所施設の確保 など 1.93E-02 18.0 *** 

* …10%，** …5%，*** …1% 
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表-3 導入施策及びシナリオ一覧 
施策の分類 シナリオ 施策名 施策概要 

－ BAU なりゆき 建物が前の建物と同様のものに更新されると想定 

低炭素技術導入 

（建物） 

T1  LED照明の導入 建替時にLED照明を導入 

T2 T1+ ヒートポンプ性能の向上 建替時に新たなヒートポンプ（冷暖房）機器を導入 

T3 T2+ 電気自動車の普及 自動車更新（寿命を10年と想定）時に電気自動車に転換 

T4 T3+ 住宅断熱性能の向上 建替時に次世代エネルギー基準（断熱係数：Q値=1.9）に対応した建物を建築 

T5 T4+ 太陽光発電の導入 建替時に太陽光発電を導入（住宅の場合3.5kW，それ以外の用途では建物面積×1/4規模（屋上の1/4）） 

T6 T5+ コジェネレーションの導入 建替時に燃料電池コージェネレーションを導入（住宅の場合発電能力0.75kW＋蓄熱槽） 

まちづくり施策 P7 T6+ 土地利用のゾーニング 幹線道路沿いに商業・業務用途を集約 

P8 P7+ 住宅床面積の調整 住宅タイプのミスマッチの解消と減築 

P9 P8+ 道路の拡幅 狭あい道路の拡幅 

P10 P9+ 歩道の拡幅 拡幅した道路に対する歩道設置 

P11  P10+ 自転車道の拡幅 拡幅した道路や幹線道路沿いに対する歩道設置 

P12 P11+ 建物・敷地の共有化 長屋建住宅を建替え時に1つの集合住宅へと建替 

P13  P12+ 建物の再配置 商業・住戸混在型街区を中庭式中層街区，長屋建街区をテラスハウス型街区とし，オープンスペースを創出 

低炭素技術導入 

（街区・街区群） 

TA14  P13+ 地域内エネルギー融通 地区内のエネルギー管理をスマートグリッド化し，余剰電力や排熱融通を可能とする 
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図-2 御剱地区の概要

c) 市街地維持更新費用評価モデル 

経済面では，対象地区内で活動を行うにあたりライフ

サイクル全体で発生する費用を評価の対象とする．CO2

排出量と同様に，インフラや建物の建設から廃棄までに

係る費用
bC ，民生（家庭，業務）における毎年のエネ

ルギー消費に係る費用
eC を対象とし，原単位を整理し

たうえで12) 13) 14)，式(8)を用いて算出できるものとする． 

, , ,
, , ,

b e

b e
k i k m i h m

i k h i m

C C C

c M e EC

 

      (8) 

ここで， b
kc ：建築，インフラ材料k の単位消費量あ

たり費用， e
mc ：エネルギー種別m の単位消費量あたり

費用，である． 

 

3. 既成市街地を対象としたケーススタディ 

 

(1) 対象地域の概要 

構築したモデルシステムを用いて，名古屋市の近郊

部に位置する御剱地区（瑞穂区御剱町）を対象に，ケー

ススタディを実施した（図-2）．第二次世界大戦時に

被災を免れた地域であり，西端には名古屋高速道路が並

走する広い道路が接している一方，古くからの狭い長屋

が立ち並ぶ地域と，狭あい道路が連続する地域とが共存

している．今後，名古屋市が集約型都市構造を目指して

いく上では，居住地としても魅力を向上させるとともに，

防災面の強化が求められる地域である． 

 (2) 分析シナリオの設定 

分析を行う上では，1 つ 1 つのまちづくり・低炭素施

策における効果を把握するため，2050 年まで現在の建

物がそれぞれ自由に建替を行う「なりゆきシナリオ」を

ベースに，対象地域に導入が効果的と想定されるまちづ

くり・低炭素施策を比較的導入が容易なものから 1つず

つ積み上げ，その都度評価を実施した．具体的には，表

-3 に示す 15 施策について，建物単体に対する低炭素技

術の導入（6 施策），街区の再構築などのまちづくり施

策（7 施策），地区全体に対する低炭素技術の導入（2

施策）の順で積み上げた．  

なりゆきシナリオおよびすべての施策を導入したシナ

リオ（TA15）における 10 年間隔での建物更新予測結果

を 10 年間隔で示した一例を図-3 に示す．なりゆきシナ

リオではまばらに更新が進んでいく一方，TA15 シナリ

オでは長屋建が集中している地域で優先的に建替えが行

われ，2030 年から 2040 年にかけて建替が多く発生する

傾向となっている． 

 

(5) 低炭素性能の評価結果 

a) 各指標の算出結果 

各シナリオにおける2050年のQOL値増減量，CO2排出

量，市街地維持費用の算出結果を図-4に示す．全ての指

標において，BAUシナリオに対して全ての施策を導入

した場合（TA15）には改善することが期待される． 

指標別では，QOL値については，低炭素技術の導入で

は，自立電源の確保による防災性の向上の他は顕著な上
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図-3 建物更新予測結果の例（2010年から 2050年，10年間隔） 
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図-4 2050年における各シナリオのQOL，CO2排出量，市街地維持費用の算出結果 
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図-5 2010年から 2050年にかけてのQOL，CO2排出量，市街地維持費用の推移（T6およびTA15） 

昇が見られない一方，地区内道路の拡幅や土地利用，空

間構成の見直しにより大幅に増加が期待できる． 

CO2排出量では，低炭素技術導入時に特に減少が期待

できる一方，土地利用や空間構成の転換（P7，P13）に

よっても大きく変動が見られ，P12のようにただ建物を

統合するだけでなく，周辺環境を考慮した建物配置を行

うことによっても，CO2排出量の削減が可能となること

が明らかとなった． 

市街地維持費用については，インフラや建物の更新に

係る費用がほとんどを占めるため，エネルギー関連の施

策や技術を導入しても変動が小さい．また，長屋建など

既存の木造家屋の集約化を行った場合には，鉄筋コンク

リート造の割合が増加するため，かえって費用が増加す

る可能性があることが明らかとなった． 

2010年から2050年にかけての各指標の推移を図-5に示

す．低炭素技術のみを導入しているT6シナリオでは，

建物の更新がなだらかであり，比較的線形に近い形で推

移しているのに対し，建物の共同更新を含むTA15シナ

リオでは，2025年ごろまでの変化がなだらかであり，こ

の間はかえってCO2排出量や市街地維持費用がT6シナリ

オよりも大きくなっているのに対し，更新が進む2025年

から2035年頃に逆転することとなり，40年間の合計では

ほぼ同等の排出量および費用となっている．低炭素街区

群の構築には，導入する施策の組合せのみならず，導入

時期もまた重要な要素であることが示唆された． 

b) 環境効率，費用効率の評価結果 

シナリオ別のCO2排出量1単位で得られるQOL値（環

境効率（day/t-CO2））および市街地維持費用1単位で得

られるQOL値（day/10milion-yen）の推移を図-6に示す．

環境効率，費用効率ともに，導入施策が増加するにつれ，

増加の傾向にある．CO2排出量や市街地維持費用に影響

の大きいT1からT6にかけての増加が環境効率で0.4程度，
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図-6 シナリオ別の環境効率および費用効率（2050年） 

費用効率では0.1程度であるのに対し，P10以降の増加の

ほうが大きく，TA15時点では0.32，0.16であり，T6から

それぞれ8倍，5倍程度に増加している．効率性の向上に

は，CO2排出量や費用を低減するだけでなく，QOLを増

加させる施策を含めた総合的検討が重要となることが明

らかとなった．  

 

4.  おわりに 

本研究では，既存街区群に対して，TBLの観点から環

境性能を評価するモデルを構築し，地区の計画検討にお

ける有効性を確認した．これにより，既存街区群を魅力

的かつ低炭素な街区群へと転換していくための検討に活

用することが可能となった．また，ケーススタディによ

り得られた知見は以下のとおりである． 

・施策導入によるCO2排出量への影響として，各建物

への技術導入により約26%，空間構成の再構築や地

区全体への技術導入を組み合わせることで50%以上

の削減が可能となった． 

・地区道路網を含むインフラや建物配置の再構築は，

特に居住者が享受できるQOLの向上に効果的である

一方， CO2排出量や市街地維持費用に対してもその

影響は大きく，削減余地が期待できる一方で，増

加する可能性もあることから，これらを総合的に

検討することが望ましい． 

・長期的な計画の検討のためには，施策の組合せのみ

ならず，各施策の導入時期や建物の更新時期も重

要な要素であり，街区群の再構築のためには長期

的かつ詳細なロードマップの作成が必要不可欠で

ある． 
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